
第一号第四様式（第十七条第四項関係）

あさひ保育園拠点区分　資金収支計算書
（自）平成 29 年  4 月  1 日　（至）平成 30 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　すぎのこ会
（単位：円）

保育事業収入 088,327,09 066,480,29 087,063,1-

  委託費収入 088,255,88 064,809,98 085,553,1-

  その他の事業収入 000,171,2 002,671,2 002,5-

    補助金事業収入（公費） 000,171,2 000,178,1 000,003

    補助金事業収入（一般） 0 002,503 002,503-

受取利息配当金収入 005 961 133

その他の収入 005,018 545,597 559,41

  雑収入 005,018 545,597 559,41

事業活動収入計(1) 088,435,19 473,088,29 494,543,1-

人件費支出 041,767,66 480,945,76 449,187-

  職員給料支出 046,808,14 798,538,14 752,72-

  職員賞与支出 000,000,11 744,260,11 744,26-

  非常勤職員給与支出 000,081,2 989,315,2 989,333-

  派遣職員費支出 000,000,3 816,267,2 283,732

  退職給付支出 005,875 005,875 0

  法定福利費支出 000,002,8 336,597,8 336,595-

事業費支出 000,862,41 443,912,51 443,159-

  給食費支出 000,005,4 354,728,4 354,723-

  保健衛生費支出 000,842 893,232 206,51

  保育材料費支出 000,005,1 774,883,1 325,111

  水道光熱費支出 000,006,1 389,036,1 389,03-

  燃料費支出 000,02 820,4 279,51

  消耗器具備品費支出 000,005,4 022,101,5 022,106-

  保険料支出 000,001,1 840,541,1 840,54-

  賃借料支出 000,056 266,817 266,86-

  雑支出（事業） 000,051 570,171 570,12-

事務費支出 004,485,3 938,204,3 165,181

  福利厚生費支出 000,004 481,802 618,191

  旅費交通費支出 0 0 0

  研修研究費支出 000,401 870,38 229,02

  事務消耗品費支出 000,006 114,206 114,2-

  印刷製本費支出 0 0 0

  修繕費支出 000,003,1 313,833,1 313,83-

  通信運搬費支出 000,003 123,713 123,71-

  会議費支出 000,02 997,72 997,7-

  業務委託費支出 000,007 119,886 980,11

  手数料支出 000,06 405,15 694,8

  租税公課支出 004 004 0

  雑支出（事務） 000,001 819,48 280,51

支払利息支出 000,447 678,496 421,94

事業活動支出計(2) 045,363,58 341,668,68 306,205,1-

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 043,171,6 132,410,6 901,751

施設整備等収入計(4) 0 0 0

固定資産取得支出 000,003 042,561 067,431

  器具及び備品取得支出 000,003 042,561 067,431

施設整備等支出計(5) 000,003 042,561 067,431

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 000,003- 042,561- 067,431-

拠点区分間繰入金収入 0 826,64 826,64-

その他の活動収入計(7) 0 826,64 826,64-

拠点区分間繰入金支出 0 486,23 486,23-

その他の活動支出計(8) 0 486,23 486,23-

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 0 449,31 449,31-
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



（単位：円）

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 043,178,5 539,268,5 504,8

前期末支払資金残高(12) 0 0 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 043,178,5 539,268,5 504,8

勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第四様式（第二十三条第四項関係）

あさひ保育園拠点区分　事業活動計算書
（自）平成 29 年  4 月  1 日　（至）平成 30 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　すぎのこ会
（単位：円）

保育事業収益 066,480,29 0 066,480,29

  委託費収益 064,809,98 0 064,809,98

  その他の事業収益 002,671,2 0 002,671,2

    補助金事業収益（公費） 000,178,1 0 000,178,1

    補助金事業収益（一般） 002,503 0 002,503

その他の収益 545,597 0 545,597

  雑収入 545,597 0 545,597

サービス活動収益計(1) 502,088,29 0 502,088,29

人件費 480,945,76 0 480,945,76

  職員給料 798,538,14 0 798,538,14

  職員賞与 744,260,11 0 744,260,11

  非常勤職員給与 989,315,2 0 989,315,2

  派遣職員費 816,267,2 0 816,267,2

  退職給付費用 005,875 0 005,875

  法定福利費 336,597,8 0 336,597,8

事業費 443,912,51 0 443,912,51

  給食費 354,728,4 0 354,728,4

  保健衛生費 893,232 0 893,232

  保育材料費 774,883,1 0 774,883,1

  水道光熱費 389,036,1 0 389,036,1

  燃料費 820,4 0 820,4

  消耗器具備品費 022,101,5 0 022,101,5

  保険料 840,541,1 0 840,541,1

  賃借料 266,817 0 266,817

  雑費 570,171 0 570,171

事務費 938,204,3 0 938,204,3

  福利厚生費 481,802 0 481,802

  研修研究費 870,38 0 870,38

  事務消耗品費 114,206 0 114,206

  修繕費 313,833,1 0 313,833,1

  通信運搬費 123,713 0 123,713

  会議費 997,72 0 997,72

  業務委託費 119,886 0 119,886

  手数料 405,15 0 405,15

  租税公課 004 0 004

  雑費（事務） 819,48 0 819,48

減価償却費 590,449,5 0 590,449,5

国庫補助金等特別積立金取崩額 809,558,2- 0 809,558,2-

サービス活動費用計(2) 454,952,98 0 454,952,98

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 157,026,3 0 157,026,3

受取利息配当金収益 961 0 961

サービス活動外収益計(4) 961 0 961

支払利息 678,496 0 678,496

サービス活動外費用計(5) 678,496 0 678,496

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 707,496- 0 707,496-

経常増減差額(7)=(3)+(6) 440,629,2 0 440,629,2

拠点区分間繰入金収益 826,64 0 826,64

拠点区分間固定資産移管収益 761,784,151 0 761,784,151

特別収益計(8) 597,335,151 0 597,335,151

国庫補助金等特別積立金積立額 800,675,921 0 800,675,921

拠点区分間繰入金費用 486,23 0 486,23

特別費用計(9) 296,806,921 0 296,806,921
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（単位：円）

特別増減差額(10)=(8)-(9) 301,529,12 0 301,529,12

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 741,158,42 0 741,158,42

前期繰越活動増減差額(12) 0 0 0

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 741,158,42 0 741,158,42

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 741,158,42 0 741,158,42
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第三号第四様式（第二十七条第四項関係）

あさひ保育園拠点区分　貸借対照表
平成 30 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　すぎのこ会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 130,710,22 0 130,710,22

  現金預金 126,888,8 0 126,888,8

  事業未収金 014,752,11 0 014,752,11

  未収補助金 000,178,1 0 000,178,1

固定資産 213,801,092 0 213,801,092

基本財産 009,901,782 0 009,901,782

  土地 004,870,24 0 004,870,24

  建物 005,130,542 0 005,130,542

その他の固定資産 214,899,2 0 214,899,2

  構築物 412,308 0 412,308

  器具及び備品 891,591,2 0 891,591,2

流動負債 690,109,81 0 690,109,81

  事業未払金 782,121,2 0 782,121,2

１年以内返済予定設備資金借入金 000,747,2 0 000,747,2

  未払費用 908,230,41 0 908,230,41

  預り金 0 0 0

  職員預り金 0 0 0

  拠点区分間借入金 0 0 0

固定負債 000,356,141 0 000,356,141

  設備資金借入金 000,356,141 0 000,356,141

負債の部合計 690,455,061 0 690,455,061

純　　資　　産　　の　　部

基本金 0 0 0

国庫補助金等特別積立金 001,027,621 0 001,027,621

その他の積立金 0 0 0

次期繰越活動増減差額 741,158,42 0 741,158,42

  （うち当期活動増減差額） 741,158,42 0 741,158,42

純資産の部合計 742,175,151 0 742,175,151

　資産の部合計 343,521,213 0 343,521,213 　負債及び純資産の部合計 343,521,213 0 343,521,213



　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

退職給与引当金 ・・・ 0 円 計上無し
賞与引当金 ・・・ 0 円 計上無し
その他 ・・・ 0 円

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
建物 0 250,553,808 5,522,308 245,031,500
土地 0 42,078,400 0 42,078,400

合計 0 292,632,208 5,522,308 287,109,900

・・・ 該当なし

土地（基本財産） 0 円
建物（基本財産） 0 円
計 0 円

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 144,400,000 円
その他 0 円
計 144,400,000 円

　　　固定資取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。　（単位：円）
取得価格 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 251,014,000 5,982,500 245,031,500
土地（基本財産） 42,078,400 0 42,078,400
建物 0 0 0
構築物 900,800 97,586 803,214
機械及び装置 0 0 0
車両運搬具 0 0 0
器具及び備品 2,554,200 359,002 2,195,198
ソフトウェア 0 0

合計 296,547,400 6,439,088 290,108,312

（単位：円）

事業未収金 11,257,410 0 11,257,410

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

計算書類に対する注記（あさひ保育園・拠点区分）

１．重要な会計方針
　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法　　平成19年以前取得固定資産・・旧定額法

　（３）引当金の計上基準

２．重要な会計方針の変更　・・変更なし

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　　（１）拠点区分計算書類（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）

　　（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）
　　　　　　　
５．基本財産の増加の内容及び金額

徴収不能引当金
の当期末残高

債権の当期末残
高

　　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

７．担保に供している資産
　　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

　　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

３．採用する退職給付制度　 独立行政法人・福祉医療機構の主宰する退職共済制度

　　（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）・・・・省略可

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

債権額



未収金 0 0 0
未収補助金 1,871,000 0 1,871,000

合計 13,128,410 0 13,128,410

（単位：円）
種類及び銘柄 帳簿価格 時価 評価損益

該当なし 0
該当なし 0

合計 0 0 0

・・・ 該当なし

・・・ 該当なし　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

１１．重要な後発事象

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び


